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1. はじめに 

近年、ICT（Information and Communication Technology）

の発展や、多様で柔軟な働き方への関心の高まりを受

けて、テレワークを活用した地方移住などの新たな生

活様式が生まれており、全国に多数の事例が存在して

いる。 

一方で、テレワークの CO2排出量評価に関する既往

研究は未だ不十分であり、地理的および気象的差異を

考慮するなど、より多くの研究が必要であるとされる 1)。 

 

2. 研究の目的 

本研究では、地方部へ移住しテレワーク（在宅勤務・

サテライトオフィス勤務）を行うワークライフスタイ

ルを「地方移住型テレワーク」と定義し、地方移住型

テレワークのライフサイクルの CO2 排出量（LC-CO2

排出量）評価手法確立への示唆を得ることを目的とす

る。 

著者ら（2022）2)は、テレワークを活用した地方移住

の低炭素性を評価するための推計手法を開発した。し

かしこの手法は、LC-CO2排出量を検討できていない。

そこで本稿では、地方部のサテライトオフィスと勤務

者への調査を実施し、これを用いてサテライトオフィ

スでの業務の LC-CO2 排出量原単位を試算する。さら

に、感度分析を行うことで、サテライトオフィスでの

業務の LC-CO2 排出量評価に影響する要因を考察する。 

 

3. LC-CO2排出量原単位試算方法 

サテライトオフィスでの業務の LC-CO2 排出量試算

フローを図 1 に示す。本稿では、図中の試算項目に示

す 5 項目について、LC-CO2排出量を試算し考察する。

このため、実際に地方部のサテライトオフィスを対象

に調査を実施し、これに基づきモデルケースを設定し

た。なお現時点では、建物や設備の廃棄による CO2排

出量は考慮していない。 

試算手法は、オフィス建設・オフィス設備製造時の

CO2 排出量をインベントリ分析によって導出する。オ

フィス設備は、机・椅子、事務機器、PC、空調機を評

価対象とした。その他は、著者ら（2022）2)を用い、図

中の試算手法に示すとおり導出する。 

モデルケースの設定条件を表 1 に示す。図中の凡例に

示す各パラメータに対して、これらの値を用いること

で、サテライトオフィスでの業務の LC-CO2 排出量原

単位を試算する。ここで、オフィス所在地や構造は、

調査対象としたサテライトオフィスに準ずるものとし

た。これは、今後の追加調査により他のモデルケース

 

図 1 サテライトオフィスでの業務の 

LC-CO2排出量試算フロー 

 

表 1 モデルケースの設定条件 

記号 値 記号 値 

𝐸௟ 1,047 3) 𝐴 90 

𝑒௘௟௘ 0.457 4) 𝑦 （オフィス） 50 

𝑦 （机・椅子） 5 𝑦 （事務機器） 10 

𝑦 （PC） 5 𝑦 （空調機） 10 

𝑝 10 𝑛 （通勤） 245 

𝑛 （出張） 6 𝐿 （通勤） 10 

𝐿 （出張） 291 𝑒௧ （自動車）0.1305) 

𝑒௧ （電車） 0.017 5) 出張手段 電車 

通勤手段 自動車 出張先 東京駅 

オフィス所在地 福島県会津若松市 

オフィス構造 木造平屋建て 

 



を設定することで、サテライトオフィスの構造や、地

理的および気象的差異を考慮した分析を行うためであ

る。 

 

4. 試算結果 

4.1 LC-CO2排出量原単位 

試算結果を図 2 に示す。LC-CO2 排出量原単位は、

912[kg-CO2/年・人]となった。今回のモデルケースでは、

オフィス利用と通勤によるCO2排出量が大部分を占め

る結果となった。 

しかし、今回のモデルケースで小さい割合となって

いる出張は、出張距離や利用交通手段によって、大き

く増加することが予想される。このため、今後予定し

ている他のモデルケースの試算結果との比較が必要で

ある。 

 

4.2 感度分析 

分析結果を図 3 に示す。ここでは、試算に用いた各

変数を設定値から±40%の範囲で増減させることで、各

変数の影響度を示した。この中で最大値を示したもの

は、オフィス利用人数を削減したケースであった。今

回の分析では、オフィス建設や空調・コピー機などの

LC-CO2排出量をオフィス利用人数で除すことにより、

1 人あたりの LC-CO2 排出量を試算しているため、人

数の影響度は大きなものとなっている。 

一方、最小値を示したものは、オフィスの延床面積

を削減したケースであった。オフィスの延床面積は、

建設時のCO2排出量や空調エネルギー消費量などに直

接的に影響を及ぼすため、サテライトオフィスの LC-

CO2 排出量評価において、特に注目すべき項目である

と考えられる。さらに、通勤距離の増減も高い影響度

を示している。これは、図 2 に示すように、通勤によ

る CO2排出量が、サテライトオフィスでの業務の LC-

CO2 排出量の中で高いシェアを持っていることに起因

すると考えられる。このことから、地方移住型テレワ

ークの低炭素性を高める上では、職住近接を推し進め

ることが有効である。 

 

5. おわりに 

今後は、追加調査によって他のモデルケースを設定

することで、サテライトオフィスの規模による影響や、

地理的および気象的差異を考慮した分析を行う。 

さらに、勤務者へのヒアリング調査を通して、移動

手段・時間や余暇時間の過ごし方の変化など、地方移

住型テレワークのリバウンド効果を試算に含めること

を予定している。 
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図 2 LC-CO2排出量原単位と構成割合 

 

 

図 3 感度分析結果 
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